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既存住宅売買における建物状況調査のあっせんの状況と
その促進要因

白川 慧一

はじめに

改正宅地建物取引業法による建物状況調査

のあっせん

平成 年 月施行の改正宅地建物取引業法（以

下、改正法）により、媒介を行おうとする宅地建

物取引業者（以下、宅建業者）は、 既存住宅の

「建物状況調査」（インスペクション）を行う業者

のあっせんの有無を、売却もしくは購入を希望す

る依頼者に示し、依頼者の意向に応じてインスペ

クション業者のあっせんを行うこと、 重要事項

説明（以下、重説）時においては、建物状況調査

を実施している場合にはその結果の概要を買主に

説明すること、 媒介により契約が成立したと

きには、売主及び買主に対し、重説において説明

した建物状況調査結果の概要を、売主及び買主に

書面で交付することが求められるようになった。

建物状況調査とは、既存住宅の基礎、外壁等の

                                                      
宅建業法 条の 第 項第 号は、宅建業者が媒介

契約を締結したときには、「建物状況調査を実施する者

のあっせんに関する事項」を記載した書面を依頼者に交

付しなければならないと定める。ここで言う「あっせん

に関する事項」の中身について、国土交通省「宅地建物

取引業法の解釈・運用の考え方」は、「媒介契約書に『建

物状況調査を実施する者のあっせんの有無』について記

載する」ことを求めている。なお、改正法の概要資料

（ ）では、

宅建業者がインスペクション業者の「あっせんの可否」

を示すこととなっている。ここでは、「解釈・運用の考

え方」に倣い、「あっせんの有無」という言葉を用いる。

宅地建物取引業法施行規則により、重説の対象となる

建物状況調査は、調査を実施してから 年以内のものと

定められている。

部位毎に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化・

不具合の有無を目視、計測等により調査するもの

であり、既存住宅状況調査技術者が実施する 。

インスペクションが実施された住宅は、劣化・不

具合がないかどうか、売主と買主の双方が確認し

た上で売買されることとなる。インスペクション

の実施により、取引成立後のトラブルの抑制につ

ながるとともに、既存住宅売買の活性化に寄与す

ることが期待されている。

ところが上記の通り、改正法に基づき媒介を行

う宅建業者は、建物状況調査を行うインスペクシ

ョン業者のあっせんの有無を示すのみである。ま

た、あっせんの後に、売主あるいは買主がインス

ペクションを実施するかどうかは任意である。こ

のため、改正法がどの程度インスペクションの普

及につながるかは明らかではない。

                                                      
建物状況調査では、耐震診断までは行わない。後述す

るアンケート調査結果では、インスペクション業者のあ

っせんの有無を示す際、同時に耐震診断を行った案件が

件以上あった企業は全体の ％、案件がほぼゼロと

いう企業は ％で、耐震診断を同時に実施している

事例が少ないことが明らかとなっている。

既存住宅状況調査技術者とは、国の登録を受けた既存

住宅状況調査技術者講習を修了した建築士である。

年 月末時点で つの講習機関が登録を受けており、約

人が講習を修了している。国土交通省「制度施

行 年経過を見据えた住宅瑕疵担保履行制度のあり方

に関する検討会」第 回検討会資料 「住宅瑕疵担保履

行制度の現状」。
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物件情報の開示に関わる制度の現状

既存住宅の売買において問題となるのは、売主

及び売主側の仲介業者（以下、売主側）は建物に

劣化・不具合がないかどうかをあらかじめ知り得

るのに対し、買主及び買主側の仲介業者（以下、

買主側）は購入するまで分からないという、物件

の品質に関する情報の非対称性が存在することで

ある。買主は、購入価格に売主が知り得る瑕疵が

反映されていない可能性、あるいは未知の瑕疵が

ある可能性を前提に住宅を購入する。他方で売主

は、物件の品質に関する情報を買主に開示するか

否かを選択する。

米国では、約 分の の州において、売主は買

主に対し、既知の瑕疵に関する情報を開示するこ

とが州法で定められている 。英国で

は 年から 年まで、売主が買主に対し、

物件を市場に出す前に情報を開示することを義務

づける、 と呼ばれ

る制度が導入されていた 。 年

に英国政府の委託により実施された か国の国

際比較調査によると、デンマーク、オランダ、南

アフリカ、スウェーデン及び米国の一部では売主

に知り得た欠陥の開示を義務づけており、このう

ち第三者が品質をチェックした結果の開示まで義

務づけているのはデンマークのみであるという

淡野 。

日本では、重説時に情報開示が義務づけられて

いる項目が限定的で、当該住宅の形状、構造、規

                                                      
ただし、住宅検査報告書 の

開示義務は、 年に法律から削除されている。

によると、 は労働党政権下で 年に制定され、

その後保守党や自由民主党含む様々な団体から、 は

費用がかかるうえに住宅売却の手間が増える、情報開示

は当事者の自主性に任せるべき、といった反対意見があ

ったことから、 年の連立政権発足後、 の適用が

ただちに停止された。齊藤・中城 によると、

の内容の一部が、ソリシター（事務弁護士）が契約書の

作成に際して行う法的部分の調査と重複していたこと、

が売主により提供され、有効期間が か月と短

く、情報の信頼性に不安があったこと、 導入後

もソリシター調査期間が短くならず、かつ売主の費用負

担となることで、住宅取引数が低迷して住宅市場に悪影

響を与えたことなどが問題とされたという。

模、設備の整備状況のほか、 旧耐震基準の建物

の場合には、耐震診断の記録があるか否か、あれ

ばその内容の説明、 アスベスト使用の調査記録

があるか否か、あればその内容の説明が義務づけ

られているのみである 齊藤他 。重説では、

建物の劣化・不具合に関わる情報の開示までは義

務化されていないものの、告知書と呼ばれるもの

を用いて、売主が売買物件について知り得ている

事柄を買主に対し説明するということが任意で行

われている。不動産適正取引推進機構 が

年に関連団体会員企業 社を対象に行った

アンケート調査の結果によると、売買仲介におい

て売主から告知書を提出してもらい買主に渡す対

応をしている企業は 社（ ％）、買主に渡す

対応をケースバイケースで行っている企業は

社（ ％）、あわせて 社（ ％）にも上る

調査研究部 。

また、改正法の施行以前より、「ホームインスペ

クション」や「住宅診断」等の名称で、民間独自

のインスペクションが任意で実施されてきた。不

動産流通経営協会（ ）が首都圏 都 県（東京

都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で住宅を購入し

                                                      
物件状況報告書、物件状況確認書と称する例もある。

国土交通省「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」

では、 年以降、売主の協力が得られるときは告知

書を提出してもらい、将来の紛争の防止に役立てること

が望ましいことを、告知書の記載事項の例示とともに示

している。社会資本整備審議会産業分科会不動産部会が

年 月 日に公表した「中間とりまとめ」（

）では、告知

書は売主の責任において作成されるものであり、重説と

は異なり仲介業者が調査及び説明の責任を負うもので

はないこと、また、専門家ではない売主が記入できる情

報の範囲及び信頼性には自ずと限界があることなどを

挙げつつ、告知書を法令により義務づけるのは困難であ

るとしている。なお、とりまとめでは同時に、告知書の

記載内容や取引上の取扱い等について標準化を図るべ

きことを提言している。

民間独自のインスペクションの調査項目や基準は、建

物状況調査のものとは必ずしも一致しない。国土交通省

「改正宅地建物取引業法に関する ＆ 」（以下、 ）

の によると、民間独自のインスペクションであっ

ても、既存住宅状況調査技術者が、改正法の定める既存

住宅状況調査方法基準に基づき調査を行う場合には、建

物状況調査と同じく、重説での説明を行うことが、媒介

を行う宅建業者に求められる。 
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物件情報の開示に関わる制度の現状

既存住宅の売買において問題となるのは、売主

及び売主側の仲介業者（以下、売主側）は建物に

劣化・不具合がないかどうかをあらかじめ知り得

るのに対し、買主及び買主側の仲介業者（以下、

買主側）は購入するまで分からないという、物件

の品質に関する情報の非対称性が存在することで

ある。買主は、購入価格に売主が知り得る瑕疵が

反映されていない可能性、あるいは未知の瑕疵が

ある可能性を前提に住宅を購入する。他方で売主

は、物件の品質に関する情報を買主に開示するか

否かを選択する。

米国では、約 分の の州において、売主は買

主に対し、既知の瑕疵に関する情報を開示するこ

とが州法で定められている 。英国で

は 年から 年まで、売主が買主に対し、

物件を市場に出す前に情報を開示することを義務

づける、 と呼ばれ

る制度が導入されていた 。 年

に英国政府の委託により実施された か国の国

際比較調査によると、デンマーク、オランダ、南

アフリカ、スウェーデン及び米国の一部では売主

に知り得た欠陥の開示を義務づけており、このう

ち第三者が品質をチェックした結果の開示まで義

務づけているのはデンマークのみであるという

淡野 。

日本では、重説時に情報開示が義務づけられて

いる項目が限定的で、当該住宅の形状、構造、規

                                                      
ただし、住宅検査報告書 の

開示義務は、 年に法律から削除されている。

によると、 は労働党政権下で 年に制定され、

その後保守党や自由民主党含む様々な団体から、 は

費用がかかるうえに住宅売却の手間が増える、情報開示

は当事者の自主性に任せるべき、といった反対意見があ

ったことから、 年の連立政権発足後、 の適用が

ただちに停止された。齊藤・中城 によると、

の内容の一部が、ソリシター（事務弁護士）が契約書の

作成に際して行う法的部分の調査と重複していたこと、

が売主により提供され、有効期間が か月と短

く、情報の信頼性に不安があったこと、 導入後

もソリシター調査期間が短くならず、かつ売主の費用負

担となることで、住宅取引数が低迷して住宅市場に悪影

響を与えたことなどが問題とされたという。

模、設備の整備状況のほか、 旧耐震基準の建物

の場合には、耐震診断の記録があるか否か、あれ

ばその内容の説明、 アスベスト使用の調査記録

があるか否か、あればその内容の説明が義務づけ

られているのみである 齊藤他 。重説では、

建物の劣化・不具合に関わる情報の開示までは義

務化されていないものの、告知書と呼ばれるもの

を用いて、売主が売買物件について知り得ている

事柄を買主に対し説明するということが任意で行

われている。不動産適正取引推進機構 が

年に関連団体会員企業 社を対象に行った

アンケート調査の結果によると、売買仲介におい

て売主から告知書を提出してもらい買主に渡す対

応をしている企業は 社（ ％）、買主に渡す

対応をケースバイケースで行っている企業は

社（ ％）、あわせて 社（ ％）にも上る

調査研究部 。

また、改正法の施行以前より、「ホームインスペ

クション」や「住宅診断」等の名称で、民間独自

のインスペクションが任意で実施されてきた。不

動産流通経営協会（ ）が首都圏 都 県（東京

都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で住宅を購入し

                                                      
物件状況報告書、物件状況確認書と称する例もある。

国土交通省「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」

では、 年以降、売主の協力が得られるときは告知

書を提出してもらい、将来の紛争の防止に役立てること

が望ましいことを、告知書の記載事項の例示とともに示

している。社会資本整備審議会産業分科会不動産部会が

年 月 日に公表した「中間とりまとめ」（

）では、告知

書は売主の責任において作成されるものであり、重説と

は異なり仲介業者が調査及び説明の責任を負うもので

はないこと、また、専門家ではない売主が記入できる情

報の範囲及び信頼性には自ずと限界があることなどを

挙げつつ、告知書を法令により義務づけるのは困難であ

るとしている。なお、とりまとめでは同時に、告知書の

記載内容や取引上の取扱い等について標準化を図るべ

きことを提言している。

民間独自のインスペクションの調査項目や基準は、建

物状況調査のものとは必ずしも一致しない。国土交通省

「改正宅地建物取引業法に関する ＆ 」（以下、 ）

の によると、民間独自のインスペクションであっ

ても、既存住宅状況調査技術者が、改正法の定める既存

住宅状況調査方法基準に基づき調査を行う場合には、建

物状況調査と同じく、重説での説明を行うことが、媒介

を行う宅建業者に求められる。 

引渡しを受けた世帯を対象に実施したアンケート

調査によると、民間のインスペクションを既に売

主が行っていた割合は 割程度、売主に依頼して

行ってもらった割合は数％程度でおおむね推移し

てきた（表 ）。

表 既存住宅購入者における民間の建物検査の実施率

既に売主が
おこなって

いた

売主に依頼し
ておこなって

もらった

合計

年調査 ％ ％ ％

年調査 ％ ％ ％
年調査 ％ ％ ％
年調査 ％ ％ ％

年調査 ％ ％ ％
年調査 ％ ％ ％
年調査 ％ ％ ％

年調査 ％ ％ ％
年調査 ％ ％ ％

出典 不動産流通経営協会「不動産流通業に関する消費者動向

調査」 ～ 年度をもとに作成。
注 ここでいう民間の建物検査（ホーム・インスペクション）

は、不動産会社等による住宅保証や既存住宅売買瑕疵保険

の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会
社が提供する無償のインスペクションサービス（主に買主
側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。

本研究の方向性

日本の既存住宅市場における物件情報の開示を

めぐる先行研究は、 に挙げた海外との制度比

較研究の他には、例えばリフォーム済であること

が取引価格に及ぼす影響を検証するもの 原野

他 ；藤澤他 、住宅性能保証書や住宅性

能評価書により品質検査を受けた住宅が転売され

るときの、保証書や評価書が取引価格に及ぼす影

響を検証するもの 原野・瀬下 、実験経済学

アプローチにより情報開示量と価格、成約率との

関係を検証するもの 藤澤 、耐震改修が価格

に及ぼす影響を検証するもの 岡野 など、取

引価格への影響に着目するものが中心であり、イ

ンスペクションを通じた物件情報の開示を正面か

ら扱うものはほとんど見られない。

以下では、土地総合研究所が実施した仲介業者

を対象とするアンケート調査をもとに、既存住宅

の売買において、実際に仲介業者によってどの程

度あっせんが行われているか、あっせんがどの程

度インスペクションの実施につながっているか、

また、インスペクション業者のあっせんを通じた

物件情報の開示により情報の非対称性を緩和しよ

うとする仲介業者が、どのようにして取引の成立

を確実なものにしようとするかを明らかにする。

インスペクションのあっせんをめぐる問題

物件情報の自発的開示とインスペクション

をめぐるプリンシパル・エージェント問題

売主が物件情報を開示する理由は、情報の検証

に要する費用が十分に低ければ、売主には自発的

に情報開示するインセンティブがあるという、

や らの自発的な

情報開示のモデルにより説明できる。

は、瑕疵の少ない物件の売主と売

主側の仲介業者は、物件の購入希望者に対し、物

件の瑕疵を自発的に伝えることで物件の品質をシ

グナリングするインセンティブがあること、また

仮に物件の瑕疵の修補費用が高い場合であっても、

訴訟になったときの弁護士費用や罰金などの法的

費用を考慮に入れれば 物件情報を開示するイン

センティブが生まれることを演繹的に示している。

売主側は、瑕疵の確率が低い物件であればあるほ

ど、インスペクションを実施して物件情報を開示

し、購入希望者に物件の品質をシグナリングする

ことで、物件がより高値で売れるようになる。物

件情報を得た購入希望者は、品質の低い物件を高

値で買ってしまうリスクを回避できる確率が高ま

る。

他方で、物件情報の開示にあたってインスペク

ションを実施する際には、インスペクションの依

頼者とインスペクション業者との間でのプリンシ

                                                      
によると、 ～

年の米国南部 州での仲介業者による過失責任保険の

請求件数を見たところ、物件情報開示義務を定めた州で

は、物件に関わる過失責任保険の請求件数が減少すると

いう。 はこの結果をもとに、物件の

瑕疵を開示しない仲介業者はより法廷に引きずり出さ

れやすい傾向にあると論じる。

が米国の の大都市圏のパ

ネルデータを用いて推定したところによると、売主に物

件情報を開示させる州法を導入すると、平均住宅売却価

格が ～ ％上昇したという。
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パル・エージェント問題 が伴う。そもそも住宅

には、たとえ購入後であっても追加費用をかけて

調べない限り容易には品質が分からないという、

信用財 の側面がある 。このた

め、売主や購入希望者はもとより、仲介業者であ

っても、物件の品質を正確に判断することができ

ない 。なぜなら仲介業者は、不動産の仲介に特

化した知識をもって、売主あるいは買主の探索に

係る時間費用を削減する仲介人 と

しての役割を担っており、物件の品質を判断する

専門家ではないからである

。売主や購入希望者、仲介業者が正確な物件

の品質を知るためには、専門家であるところのイ

ンスペクション業者に診断を依頼する必要がある。

ところが、インスペクションの依頼者は、インス

                                                      
インスペクションの依頼者とインスペクション業者

との間以外にも、売主と仲介業者との間でもプリンシパ

ル・エージェント問題は起こり得る。仲介業者は売主に

比べ、その物件がどの程度の価格で売れるか、市況がど

うなっているかなど、住宅市場に関する情報をより多く

有している。仲介業者は、仲介する物件の市場滞留時間

を最少にし、なるべく多くの仲介件数をこなすことで収

入を増やすことができるため、少しでも高く売れた方が

得をする売主の意向を無視して、価格が安くてもなるべ

く早く売ろうとすると考えられる。なお、米国での実証

研究からは、仲介業者が自ら売主になる場合には、仲介

する場合に比べ、より高値で、より時間をかけて住宅を

売却する傾向にあることが明らかとなっている。

、 参照。

最初に信用財を呼称した は、

購入前に一定の時間や費用をかけて探索することで品

質が理解できる「探索財」、実際に購入して初めて品質

を理解できる「経験財」と、信用財とを区別する。大橋

は、住宅などの財はこれら つの情報の非対称性

を異なる局面において有しており、とりわけ構造物とし

ての耐久性や劣化の程度は、購買時に見極めることが困

難な経験財・信用財としての側面を有していると論じる。

や らのモデルにおい

て売主から自発的な品質情報の開示が行われるのは、消

費者が開示された情報を全て理解できることを前提と

しているためである。 は、

売主から開示された情報を理解できる消費者が少なす

ぎると自発的な情報開示が行われなくなることを演繹

的に示している。

が参照する

では仲介人を、売主と買主のマッチン

グにかかる時間を短くすることで得られる余剰を元手

に活動する主体としてモデル化している。

ペクション業者がどの程度の費用をかけて物件を

調べたのかを、インスペクション結果を見ただけ

では判断することができない。依頼者から支払わ

れるインスペクションの料金が診断結果の内容に

よって変動することはない ことを踏まえれば、

インスペクション業者には、費用をかけず、物件

を十分に調べない行動に出ることで、個別調査案

件ごとの利益を最大化するインセンティブがある。

この問題を一般的に論じた

は、次のような論理を展開した上

で、専門家が皆費用をかけて診断するという均衡

解が成立しないことを演繹的に示している 。ま

ず、依頼者（プリンシパル）は、専門家による診

断なしに自分に必要な信用財を特定することがで

きないとする。専門家は、費用をかけて正確な診

断を行うか、あるいは十分に調べないでランダム

な内容の診断結果を出す。診断が正確かどうかを

依頼者が判断できる唯一の方法は、複数の専門家

の診断結果を比較することである。なぜなら、十

分調べずに出された つのランダムな診断結果が

偶然一致する確率は極めて低く、もし一致した場

合には両方の専門家が正確な診断をしていると推

測できるためである。以上の前提のもとで均衡解

の成立条件を解いた結果、均衡解では、正確な診

断を提供する専門家が、十分に調べない専門家と

の価格競争に負けてしまうことを、

は示している。

                                                      
建物状況調査の場合、実施費用は依頼者（売主、購

入希望者など）が負担するのが一般的とされている（

＆ の ）。その際、費用の基準は設定されておらず、

各調査実施者により費用が異なるとされる（ ＆ の

）。なお、現実には、売買の成約を得るために、依

頼者への特典としてインスペクションの費用を仲介業

者が負担する事例も見られる。後述するアンケート調査

結果によると、売主依頼の場合の費用負担は、売主負担

が 社、自社負担が 社、買主依頼の場合は、買主負

担が 社、自社負担が 社、買取再販の場合は、自社

負担が 社、買取再販業者負担が 社であった。

この均衡解は、社会的厚生を最大にする解ではない。

厚生を最大にする解は、探索と診断の費用を最小にする

もの、つまり、複数の専門家に依頼せず、一人の専門家

に一回限りの診断を依頼するという解である。もちろん、

この解もまた同様に成立しないことを、

は演繹的に示している。
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パル・エージェント問題 が伴う。そもそも住宅

には、たとえ購入後であっても追加費用をかけて

調べない限り容易には品質が分からないという、

信用財 の側面がある 。このた

め、売主や購入希望者はもとより、仲介業者であ

っても、物件の品質を正確に判断することができ

ない 。なぜなら仲介業者は、不動産の仲介に特

化した知識をもって、売主あるいは買主の探索に

係る時間費用を削減する仲介人 と

しての役割を担っており、物件の品質を判断する

専門家ではないからである

。売主や購入希望者、仲介業者が正確な物件

の品質を知るためには、専門家であるところのイ

ンスペクション業者に診断を依頼する必要がある。

ところが、インスペクションの依頼者は、インス

                                                      
インスペクションの依頼者とインスペクション業者

との間以外にも、売主と仲介業者との間でもプリンシパ

ル・エージェント問題は起こり得る。仲介業者は売主に

比べ、その物件がどの程度の価格で売れるか、市況がど

うなっているかなど、住宅市場に関する情報をより多く

有している。仲介業者は、仲介する物件の市場滞留時間

を最少にし、なるべく多くの仲介件数をこなすことで収

入を増やすことができるため、少しでも高く売れた方が

得をする売主の意向を無視して、価格が安くてもなるべ

く早く売ろうとすると考えられる。なお、米国での実証

研究からは、仲介業者が自ら売主になる場合には、仲介

する場合に比べ、より高値で、より時間をかけて住宅を

売却する傾向にあることが明らかとなっている。

、 参照。

最初に信用財を呼称した は、

購入前に一定の時間や費用をかけて探索することで品

質が理解できる「探索財」、実際に購入して初めて品質

を理解できる「経験財」と、信用財とを区別する。大橋

は、住宅などの財はこれら つの情報の非対称性

を異なる局面において有しており、とりわけ構造物とし

ての耐久性や劣化の程度は、購買時に見極めることが困

難な経験財・信用財としての側面を有していると論じる。

や らのモデルにおい

て売主から自発的な品質情報の開示が行われるのは、消

費者が開示された情報を全て理解できることを前提と

しているためである。 は、

売主から開示された情報を理解できる消費者が少なす

ぎると自発的な情報開示が行われなくなることを演繹

的に示している。

が参照する

では仲介人を、売主と買主のマッチン

グにかかる時間を短くすることで得られる余剰を元手

に活動する主体としてモデル化している。

ペクション業者がどの程度の費用をかけて物件を

調べたのかを、インスペクション結果を見ただけ

では判断することができない。依頼者から支払わ

れるインスペクションの料金が診断結果の内容に

よって変動することはない ことを踏まえれば、

インスペクション業者には、費用をかけず、物件

を十分に調べない行動に出ることで、個別調査案

件ごとの利益を最大化するインセンティブがある。

この問題を一般的に論じた

は、次のような論理を展開した上

で、専門家が皆費用をかけて診断するという均衡

解が成立しないことを演繹的に示している 。ま

ず、依頼者（プリンシパル）は、専門家による診

断なしに自分に必要な信用財を特定することがで

きないとする。専門家は、費用をかけて正確な診

断を行うか、あるいは十分に調べないでランダム

な内容の診断結果を出す。診断が正確かどうかを

依頼者が判断できる唯一の方法は、複数の専門家

の診断結果を比較することである。なぜなら、十

分調べずに出された つのランダムな診断結果が

偶然一致する確率は極めて低く、もし一致した場

合には両方の専門家が正確な診断をしていると推

測できるためである。以上の前提のもとで均衡解

の成立条件を解いた結果、均衡解では、正確な診

断を提供する専門家が、十分に調べない専門家と

の価格競争に負けてしまうことを、

は示している。

                                                      
建物状況調査の場合、実施費用は依頼者（売主、購

入希望者など）が負担するのが一般的とされている（

＆ の ）。その際、費用の基準は設定されておらず、

各調査実施者により費用が異なるとされる（ ＆ の

）。なお、現実には、売買の成約を得るために、依

頼者への特典としてインスペクションの費用を仲介業

者が負担する事例も見られる。後述するアンケート調査

結果によると、売主依頼の場合の費用負担は、売主負担

が 社、自社負担が 社、買主依頼の場合は、買主負

担が 社、自社負担が 社、買取再販の場合は、自社

負担が 社、買取再販業者負担が 社であった。

この均衡解は、社会的厚生を最大にする解ではない。

厚生を最大にする解は、探索と診断の費用を最小にする

もの、つまり、複数の専門家に依頼せず、一人の専門家

に一回限りの診断を依頼するという解である。もちろん、

この解もまた同様に成立しないことを、

は演繹的に示している。

インスペクション業者は、たとえ費用をかけて

正確な診断を行ったとしても、依頼者に診断の正

確性をシグナリングすることができないため、自

ら進んで費用をかけて診断を行うインセンティブ

がない。仲介業者にとっては、何もせず市場に任

せていてはインスペクション業者が物件を十分に

調べない行動に出るのを、いかにして防ぐかが問

題となる 。

以上のように、物件情報の開示には、売主側が

自発的に情報を開示するかどうかをめぐる問題と、

インスペクションの依頼者とインスペクション業

者との間でのプリンシパル・エージェント問題と

いう、 つの問題が関わっている。両者の違いを

主体別に整理すれば、物件情報の自発的開示にお

いては 売主側が知り得て買主側が知らない瑕

疵が、プリンシパル・エージェント問題において

は 売主側も買主側も知らない、インスペクショ

ン業者だけが発見できる瑕疵が焦点となっている。

（補足）信用財の供給モデルとの関係

一般に、信用財の供給モデルにおいては、品質の診断

と処置の実施の両方を専門家が行うことが想定されて

いる。このとき、信用財の消費者は、専門家の診断結果

が正確かどうか、また本当に処置がその通りに実施され

たかどうかを確認することができないため、高度な処置

が必要であるにも関わらず専門家から単純な処置しか

受けられない過少処置 、あるいは反対

に単純な処置で十分であるにも関わらず高度な処置を

受ける過剰処置 、単純な処置を受けた

にも関わらず高度な処置と同程度の料金を請求される

過大請求 の問題が生じる

。ここで過少請求が問題とならない

のは、処置の料金を決める専門家は、提供した処置に対

し、料金が過大か過少かを正確に判断することができる

                                                      
では、インスペクション

が物件の瑕疵を正確に報告する専門家によってのみ行

われることを前提としているのに対し、本研究はそうし

た前提を置かない点が異なる。なお、改正法の建物状況

調査では、不注意による劣化事象等の見逃しがあった場

合には、調査実施者は依頼者から損害賠償を受ける可能

性があるとされる（ ＆ の ）。

以上、自らの利益を減らすような経済合理性に欠いた行

動はとらないと考えられるためである。

過少処置、過剰処置の問題は、診断と処置を別々の業

者が行うことで解決できる。このとき、診断を行う専門

家は不必要な処置を求めるインセンティブがなくなり、

処置を行う専門家は診断結果の通りに修理するだけで

良い 。インスペクションの場合、診断を行うインスペ

クション業者とは別に修補を行うリフォーム業者等が

多数存在しており、またインスペクションの費用が瑕疵

の内容により変動するようなことはないため、いずれの

問題も回避できる。

あっせん実施の有無を決める要因

以上の物件情報の自発的開示とプリンシパル・

エージェント問題をめぐる議論をもとに、仲介業

者がインスペクション業者をあっせんするか否か

をどのように判断するか、情報の非対称性を考慮

して売主側と買主側の仲介業者で分けて考える 。

売主側の仲介業者は、売買が成立しなければ仲

介手数料を得ることができないため、インスペク

ションの実施による予期せぬ瑕疵の発覚と、それ

に伴う売買不成立を回避しようとする。そのため、

売主に対し事前に制度を説明し、インスペクショ

ンを実施するかどうかをなるべく早い段階で確認

することによって、インスペクションで新たに劣

化・不具合が見つかった場合に売主が売却を辞退

しないかどうか、売主の意向に対する予測可能性

を高めようとする。売主の意向がより早い段階で

確認されることで、あっせんを希望する売主に対

し、より確実にあっせんが実施される。その結果、

                                                      
ただし、診断と処置を一括で行う方が別々の場合よ

りも費用が安くなる場合には、このメカニズムは失敗す

る 。インスペクションの場合、現地調査と

修補を同日に行うようなことはなく、また、発覚した瑕

疵がリフォーム業者等に正確に報告される限りにおい

ては、修補の費用は、インスペクションを実施した企業

であってもなくても変わらないため、こうした事態は想

定しにくいと考えられる。

本研究では、仲介業者は、売主及び買主の依頼に必

ず応えることを前提としている。そのため、売買不成立

の可能性が他の案件よりも相対的に高い案件を回避す

るといった、総収益の最大化行動をとることは考慮して

いない。
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あっせんが実施される可能性は高くなると考えら

れる。また、インスペクション業者をあっせんす

るときには、業者から瑕疵が正確に報告されてい

るかどうかが売主側の仲介業者には分からないた

め、できるだけ行動が監視しやすい業者に依頼す

る、あるいは業者から依頼主に直接説明させるこ

とで、インスペクション業者に対するコミットメ

ント の効果を高め、業者が物件を十分に調べな

い行動に出るリスクを低減しようとすると考えら

れる。

買主側の仲介業者もまた、売主側の仲介業者と

同様、売買が成立しなければ仲介手数料を得るこ

とができないため、予期せぬ瑕疵の発覚とそれに

伴う売買不成立を回避しようと、買主に対し事前

に制度を説明し、インスペクションを実施するか

どうかをなるべく早い段階で買主に確認すること

で、買主による購入辞退の予測可能性を高めよう

とする。しかも買主側の場合、媒介契約が購入直

前に締結されることが多く、今の買主が購入辞退

後に同じ買主側の仲介業者と媒介契約を結ぶとは

限らないため、売主側の仲介業者よりも積極的に

早期の購入辞退の可能性を探ろうとする。インス

ペクション業者をあっせんするときには、売主側

の場合と同様、業者から瑕疵が正確に報告されて

いるかどうかが買主側の仲介業者には分からない

ため、売主側の仲介業者と同様の方法により、イ

ンスペクション業者が物件を十分に調べない行動

に出るリスクを低減しようとする。特に買主側の

場合、売主側ほど物件情報を有していないので、

リスクの低減により積極的になると考えられる。

ただし、以上の議論は、買主側の意向のみでイン

スペクションを実施するか否かを判断できること

を前提としている。売主側の仲介業者は、買主側

の仲介業者には知り得ない、売主の意向を知り得

る立場にある。もし仮に、インスペクションを実

                                                      
に示した のモデルで

は、消費者は、あらかじめ専門家の候補を絞ったり特定

の専門家と契約するなどのコミットメントができない

ことが前提となっている。本研究では逆に、こうしたコ

ミットメントが可能であることを前提にしている。

施した結果売主が売却を辞退する可能性が高いこ

とを知っている売主側の仲介業者の戦略的な判断

によりインスペクションの実施が拒否され得る

と買主側が認識している場合には、買主側の仲介

業者は積極的にあっせんを行わないと考えられる。

このように、売主側と買主側の間で程度の違い

はあるものの、仲介業者がインスペクション業者

をあっせんするか否かは、 予期せぬ瑕疵の発覚

とそれに伴う売買不成立の回避策の有無と、

インスペクション業者による調査不徹底のリスク

を低減するための対策の有無という、 つの要因

によって説明され得ると考えられる。以降では、

アンケート調査によりこれを検証する。

アンケート調査にみるあっせん実施の状況

調査の概要

調査対象となる仲介業者のリストの作成にあた

っては、全国の仲介業者を網羅した公開のリスト

が存在しないため、調査協力を得られる範囲で複

数の仲介業者のリストを入手し、調査対象リスト

を作成した。第一に、 不動産ショップ・

リニュアル仲介ネットワーク等関連事業者 社

を得た。第二に、土地総合研究所の実施する「不

動産業業況等調査」の調査対象リストを入手し、

三大都市圏及び地方主要都市において住宅・宅地

分譲業または不動産流通業（住宅地）を営む企業

（大手業者、中小業者） 社を得た。第三に、

不動産流通経営協会ホームページの会員リストか

ら 社を得た。第四に、 上に公開されている

都道府県宅地建物取引業協会役員名簿から 社

を得た。これら企業について重複の調整等を行い、

最終的に調査対象 社のリストを得た。

調査は、調査票の配布及び回収を郵送で行い、

平成 年 月 日から 月 日にかけて実施

した。有効回答数は 社（有効回答率 ％）

                                                      
の では、購入希望者に建物状況調査を実施

する者をあっせんする場合には、建物の所有者である売

主に、調査の実施についてあらかじめ承諾を得る必要が

あるとしている。そのため、売主は買主からの申出に対

し、建物状況調査の実施を拒否することができる。
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あっせんが実施される可能性は高くなると考えら

れる。また、インスペクション業者をあっせんす

るときには、業者から瑕疵が正確に報告されてい

るかどうかが売主側の仲介業者には分からないた

め、できるだけ行動が監視しやすい業者に依頼す

る、あるいは業者から依頼主に直接説明させるこ

とで、インスペクション業者に対するコミットメ

ント の効果を高め、業者が物件を十分に調べな

い行動に出るリスクを低減しようとすると考えら

れる。

買主側の仲介業者もまた、売主側の仲介業者と

同様、売買が成立しなければ仲介手数料を得るこ

とができないため、予期せぬ瑕疵の発覚とそれに

伴う売買不成立を回避しようと、買主に対し事前

に制度を説明し、インスペクションを実施するか

どうかをなるべく早い段階で買主に確認すること

で、買主による購入辞退の予測可能性を高めよう

とする。しかも買主側の場合、媒介契約が購入直

前に締結されることが多く、今の買主が購入辞退

後に同じ買主側の仲介業者と媒介契約を結ぶとは

限らないため、売主側の仲介業者よりも積極的に

早期の購入辞退の可能性を探ろうとする。インス

ペクション業者をあっせんするときには、売主側

の場合と同様、業者から瑕疵が正確に報告されて

いるかどうかが買主側の仲介業者には分からない

ため、売主側の仲介業者と同様の方法により、イ

ンスペクション業者が物件を十分に調べない行動

に出るリスクを低減しようとする。特に買主側の

場合、売主側ほど物件情報を有していないので、

リスクの低減により積極的になると考えられる。

ただし、以上の議論は、買主側の意向のみでイン

スペクションを実施するか否かを判断できること

を前提としている。売主側の仲介業者は、買主側

の仲介業者には知り得ない、売主の意向を知り得

る立場にある。もし仮に、インスペクションを実

                                                      
に示した のモデルで

は、消費者は、あらかじめ専門家の候補を絞ったり特定

の専門家と契約するなどのコミットメントができない

ことが前提となっている。本研究では逆に、こうしたコ

ミットメントが可能であることを前提にしている。

施した結果売主が売却を辞退する可能性が高いこ

とを知っている売主側の仲介業者の戦略的な判断

によりインスペクションの実施が拒否され得る

と買主側が認識している場合には、買主側の仲介

業者は積極的にあっせんを行わないと考えられる。

このように、売主側と買主側の間で程度の違い

はあるものの、仲介業者がインスペクション業者

をあっせんするか否かは、 予期せぬ瑕疵の発覚

とそれに伴う売買不成立の回避策の有無と、

インスペクション業者による調査不徹底のリスク

を低減するための対策の有無という、 つの要因

によって説明され得ると考えられる。以降では、

アンケート調査によりこれを検証する。

アンケート調査にみるあっせん実施の状況

調査の概要

調査対象となる仲介業者のリストの作成にあた

っては、全国の仲介業者を網羅した公開のリスト

が存在しないため、調査協力を得られる範囲で複

数の仲介業者のリストを入手し、調査対象リスト

を作成した。第一に、 不動産ショップ・

リニュアル仲介ネットワーク等関連事業者 社

を得た。第二に、土地総合研究所の実施する「不

動産業業況等調査」の調査対象リストを入手し、

三大都市圏及び地方主要都市において住宅・宅地

分譲業または不動産流通業（住宅地）を営む企業

（大手業者、中小業者） 社を得た。第三に、

不動産流通経営協会ホームページの会員リストか

ら 社を得た。第四に、 上に公開されている

都道府県宅地建物取引業協会役員名簿から 社

を得た。これら企業について重複の調整等を行い、

最終的に調査対象 社のリストを得た。

調査は、調査票の配布及び回収を郵送で行い、

平成 年 月 日から 月 日にかけて実施

した。有効回答数は 社（有効回答率 ％）

                                                      
の では、購入希望者に建物状況調査を実施

する者をあっせんする場合には、建物の所有者である売

主に、調査の実施についてあらかじめ承諾を得る必要が

あるとしている。そのため、売主は買主からの申出に対

し、建物状況調査の実施を拒否することができる。

であった。

回答のあった企業の構成を見ると、 割弱が営

業年数 年以上、割弱が従業員数 人以下など、

小規模な仲介業者が大半を占めている（表 ） 。

表 インスペクション業者のあっせん、インスペクシ

ョン実施企業数（社、％）

度数 ％

住宅の売買の取扱あり
うち、あっせん実施あり

うち、インスペクション実施あり
取扱件数ゼロ
無回答

総数

注 いずれも改正法が施行された 平成 年 月以降に

おける、住宅の売買にかかる成約済のもの。

回答企業におけるインスペクション業者の

あっせん、インスペクション実施の状況

住宅の売買の取扱件数が 件であった企業、取

扱が 件以上あった企業、取扱があった企業のう

                                                      
営業年数と従業者数について、不動産適正取引推進

機構が公表する平成 年度末の宅建業者数のデータと

比較した結果、本調査のデータは営業年数の長い業者が

多く（ 年以上の割合は、本調査 ％、機構調査

％）、個人事業主が少ない（ 人の割合は、本調査

％、機構調査 ％）という特徴が見られた。以降

の分析においては、営業年数の長い業者が多いこと、ま

た個人事業主が少ないことにより、あっせんの実施に消

極的な企業が多く回答している可能性を考慮する必要

がある。

ち建物状況調査（インスペクション）業者のあっ

せんを 件でも実施した企業、あっせんの後にイ

ンスペクションを 件でも実施した企業の数を集

計したものを表 に示す。回答企業のうち、住宅

の売買の取扱があったのは 社（ ％）であ

った。住宅の売買の取扱があった企業のうち半数

弱（ ％）の 社がインスペクション業者のあ

っせんを実施している。また、住宅の売買の取扱

があった企業のうち ％（あっせんを実施した

企業のうち ％）の 社でインスペクション

が実施されている 。

売主側の仲介、買主側の仲介の取扱があった企

業に限定した上で、インスペクション業者のあっ

せんを 件でも実施した企業、あっせんの後にイ

ンスペクションを 件でも実施した企業の数を集

計したものを表 に示す。売買の取扱があった企

業のうち、インスペクション業者のあっせんを実

施した企業の割合、その後インスペクションを実

施した企業の割合は、いずれも買主側の仲介より

も売主側の仲介において多い。

なお、本調査では、住宅の売買の取扱、あっせ

んの実施、インスペクションの実施について、そ

れぞれ件数での回答を得ている。これを利用して、

取り扱った住宅の売買のうち、インスペクション

業者のあっせんを実施した割合、インスペクショ

ンを実施した割合をそれぞれ算出した（表 ）。取

扱案件全て（ ％）においてあっせんを実施して

いる企業は 社（ ％）であった。各企業のあ

っせん実施割合の平均値は ％であり、件数ベ

ースで約 割の案件においてあっせんが実施され

た計算になる。また、取扱案件全て（ ％）にお

いてインスペクションを実施した企業は 社

                                                      
あっせんを実施した企業よりインスペクションを実

施した企業の方が少ないのは、あっせん実施後、売主に

よる調査拒否、買主による調査辞退、調査不能物件等の

理由により、必ずしもインスペクションが実施されると

は限らないためである。マンションの場合には、共用部

分も調査の対象となるため、あらかじめ管理組合の了承

を得る必要があり（ ＆ の ）、了承が得られないと

調査が行えない。いずれの場合も、仲介業者がインスペ

クションのあっせんを行うかどうかを判断する段階で

は予測困難なものであり、ここでは考慮しない。

表 回答企業の構成

＜営業年数＞

度数 ％

年未満
～ 年未満
～ 年未満

年～ 年未満
年以上

無回答

計

＜従業員数＞

度数 ％

人
～ 人
～ 人

～ 人
人～ 人
人～ 人

人以上
無回答

計
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（ ％）であった。各企業のインスペクション実

施割合の平均値は ％であり、件数ベースで

割弱の案件においてインスペクションが実施され

た計算になる。平成 年 月に国土交通省が行

った、宅地建物取引業者 社を対象としたアン

ケート調査結果 では、媒介契約案件（ 件）

のうち約 割（ 件）であっせんの希望があ

り、約 割（ 件）でインスペクションの実

施と売買契約の締結がなされている。いずれの数

字も、本調査の結果とおおむね一致する。

あっせん実施の促進要因に関する作業仮説

ここでは、 での議論をもとに、どのような

対策を行う業者があっせんを実施する傾向にある

                                                      
国土交通省「制度施行 年経過を見据えた住宅瑕疵

担保履行制度のあり方に関する検討会」第 回検討会資

料 、４．既存住宅状況調査の実施状況に関するアンケ

ート調査結果、建物状況調査の実施状況（宅建業者）に

関するアンケート調査、 。

と想定されるかを整理する。

で指摘した通り、仲介業者の関心は、売買

不成立を回避することにあると考えられる。イン

スペクションが実施されたときには、仲介業者は

依頼主に対し、結果をなるべく早く説明すること

で、売買を辞退しないことを確定しようとする。

場合によっては、修補等を追加で行うかどうかを

売主及び買主に確認し、実際に修補等を実施する

ことで売買を確定させようとする。インスペクシ

ョン結果を早く説明できる体制が整っている仲介

業者は、体制が整っていない仲介業者よりもイン

スペクション実施後の売買不成立を回避できる可

能性が高まることから、より安全にインスペクシ

ョン業者のあっせんを実施できる。よって、結果

の説明のタイミングが早い業者の方が、より多く

あっせんを実施すると考えられる。加えて、買主

側の仲介業者の場合には、告知書を買主に示すこ

とでインスペクション結果が予測しやすくなり、

買主による購入辞退の可能性もまた早期に予測で

きるようになる。その結果、売買不成立を回避で

表 売主側、買主側の仲介におけるあっせん、インスペクション実施企業数（社、％）

仲介の取扱が

件以上あった

企業

うち、売主側の

仲介の取扱があ
った企業

うち、買主側の

仲介の取扱が
あった企業

参考 売主側、買

主側の仲介の取扱
がなかった企業

住宅の売買の取扱あり

うち、あっせん実施あり
うち、インスペクション実施あり

注 いずれも改正法が施行された 平成 年 月以降における、住宅の売買にかかる成約済のもの。売主
側の仲介、買主側の仲介の取扱があった企業には、両方を取り扱った企業がそれぞれに重複して含まれる。
売主側、買主側の仲介の取扱がなかった企業 社の内訳は、両手仲介のみを取り扱った企業が 社、売主

側、買主側の仲介の取扱について無回答の企業が 社である。
 

表 あっせん、インスペクション実施割合（件数ベース）別企業数（社、％）
＜あっせん実施割合（件数ベース）＞ ＜インスペクション実施割合（件数ベース）＞

度数 ％ 度数 ％

住宅の売買の取扱あり 住宅の売買の取扱あり
あっせん実施割合 ％ インスペクション実施割合 ％
～ ％未満 ～ ％未満

％以上～ ％未満 ％以上～ ％未満
％以上～ ％未満 ％以上～ ％未満
％以上～ ％未満 ％以上～ ％未満

％ ％
取扱件数ゼロ 取扱件数ゼロ
無回答 無回答

計 計

割合の平均値 割合の平均値

注 割合の平均値とは、各企業（無回答を除く）でインスペクション実施件数を売買の取扱件数で割った値を
計算し、その単純平均値をとったもの。あっせん、インスペクションの実施件数か、住宅の売買の取扱件

数、いずれかの回答がなければ無回答扱い。このため、表 よりも無回答扱いの企業数が増えている。
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（ ％）であった。各企業のインスペクション実

施割合の平均値は ％であり、件数ベースで

割弱の案件においてインスペクションが実施され

た計算になる。平成 年 月に国土交通省が行

った、宅地建物取引業者 社を対象としたアン

ケート調査結果 では、媒介契約案件（ 件）

のうち約 割（ 件）であっせんの希望があ

り、約 割（ 件）でインスペクションの実

施と売買契約の締結がなされている。いずれの数

字も、本調査の結果とおおむね一致する。

あっせん実施の促進要因に関する作業仮説

ここでは、 での議論をもとに、どのような

対策を行う業者があっせんを実施する傾向にある

                                                      
国土交通省「制度施行 年経過を見据えた住宅瑕疵

担保履行制度のあり方に関する検討会」第 回検討会資

料 、４．既存住宅状況調査の実施状況に関するアンケ

ート調査結果、建物状況調査の実施状況（宅建業者）に

関するアンケート調査、 。

と想定されるかを整理する。

で指摘した通り、仲介業者の関心は、売買

不成立を回避することにあると考えられる。イン

スペクションが実施されたときには、仲介業者は

依頼主に対し、結果をなるべく早く説明すること

で、売買を辞退しないことを確定しようとする。

場合によっては、修補等を追加で行うかどうかを

売主及び買主に確認し、実際に修補等を実施する

ことで売買を確定させようとする。インスペクシ

ョン結果を早く説明できる体制が整っている仲介

業者は、体制が整っていない仲介業者よりもイン

スペクション実施後の売買不成立を回避できる可

能性が高まることから、より安全にインスペクシ

ョン業者のあっせんを実施できる。よって、結果

の説明のタイミングが早い業者の方が、より多く

あっせんを実施すると考えられる。加えて、買主

側の仲介業者の場合には、告知書を買主に示すこ

とでインスペクション結果が予測しやすくなり、

買主による購入辞退の可能性もまた早期に予測で

きるようになる。その結果、売買不成立を回避で

表 売主側、買主側の仲介におけるあっせん、インスペクション実施企業数（社、％）

仲介の取扱が

件以上あった

企業

うち、売主側の

仲介の取扱があ
った企業

うち、買主側の

仲介の取扱が
あった企業

参考 売主側、買

主側の仲介の取扱
がなかった企業

住宅の売買の取扱あり

うち、あっせん実施あり
うち、インスペクション実施あり

注 いずれも改正法が施行された 平成 年 月以降における、住宅の売買にかかる成約済のもの。売主
側の仲介、買主側の仲介の取扱があった企業には、両方を取り扱った企業がそれぞれに重複して含まれる。
売主側、買主側の仲介の取扱がなかった企業 社の内訳は、両手仲介のみを取り扱った企業が 社、売主

側、買主側の仲介の取扱について無回答の企業が 社である。
 

表 あっせん、インスペクション実施割合（件数ベース）別企業数（社、％）
＜あっせん実施割合（件数ベース）＞ ＜インスペクション実施割合（件数ベース）＞

度数 ％ 度数 ％

住宅の売買の取扱あり 住宅の売買の取扱あり
あっせん実施割合 ％ インスペクション実施割合 ％
～ ％未満 ～ ％未満

％以上～ ％未満 ％以上～ ％未満
％以上～ ％未満 ％以上～ ％未満
％以上～ ％未満 ％以上～ ％未満

％ ％
取扱件数ゼロ 取扱件数ゼロ
無回答 無回答

計 計

割合の平均値 割合の平均値

注 割合の平均値とは、各企業（無回答を除く）でインスペクション実施件数を売買の取扱件数で割った値を
計算し、その単純平均値をとったもの。あっせん、インスペクションの実施件数か、住宅の売買の取扱件

数、いずれかの回答がなければ無回答扱い。このため、表 よりも無回答扱いの企業数が増えている。
 

きる可能性が高まり、より安全にインスペクショ

ン業者のあっせんを実施できるようになることか

ら、告知書を示す企業ほど、より多くあっせんを

実施すると考えられる。

また、仲介業者は、依頼主への丁寧な制度説明

や、インスペクション結果の依頼主への説明にあ

たっての従業員への研修の実施など、依頼主への

対応のため自主的な対策をしておくことで、依頼

主の意向をなるべく早い段階で把握し、売買不成

立を回避しようとする。よって、制度の口頭説明

や研修を実施している企業ほど、あっせんを実施

する傾向にあると考えられる。加えて、改正法に

基づく建物状況調査においては、 点検口がない、

あるいは移動困難な家具があるなど「調査できな

い」項目がある場合があること、 診断結果に「調

査できなかった」「劣化事象あり」があった場合、

既存住宅売買瑕疵保険の付保のために再調査、修

補が必要なこと 、 住宅履歴情報 とインスペ

クション結果が一致しない場合があること、

告知書がある場合、告知書の内容とインスペクシ

ョン結果が一致しない場合があること 、 過去

                                                      
既存住宅売買瑕疵保険とは、既存住宅を売買する際

に加入することができる保険であり、住宅の構造耐力上

主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分等について

瑕疵が発見された際、修補費用等が支払われるものであ

る。既存住宅売買瑕疵保険の加入に当たっては、住宅瑕

疵担保責任保険法人の登録を受けた検査事業者が建物

状況調査を実施するなど、一定の条件を満たすことが必

要である（ ＆ の ）。「調査できなかった」又は「劣

化事象有り」の記載がある場合には、そのままの状態で

は既存住宅売買瑕疵保険に加入することはできず、その

部位の劣化事象等の有無を確認するため、再度当該部位

についての調査が必要となる（ ＆ の ）。アンケー

ト調査結果によると、買主に既存住宅売買瑕疵保険の付

保のあっせんを行った企業は、インスペクションを実施

した 社中 社（ ％）にも上る。

住宅履歴情報とは、新築時の図面や建築確認の書類、

点検の結果やリフォームの記録など、住宅がどのような

つくりで、どのような性能があるか、また、建築後にど

のような点検、修繕、リフォームが実施されたか等の記

録を保存、蓄積したものである。 ＆ の では、住

宅履歴情報を住宅履歴情報サービス機関が保存・管理し

ている場合、建築確認に関する書類や定期調査報告書等

は重説の対象となるとしている。

＆ の では、建物状況調査報告書と告知書の両

方がある場合、原則として、建物状況調査の結果の概要

に実施したインスペクション結果が今回行ったイ

ンスペクション結果と一致しない場合があること、

インスペクション結果に劣化事象があると書

かれている場合には、買主側は代金の減額請求、

契約の解除、修補の請求などを問題になし得る

ことがあるなど、いくつかの点でインスペクショ

ン結果が取引に影響を及ぼし得る。こうした制度

上の注意点を同時に説明している企業ほど、結果

的に様々な事態に対応する体制が整っており、そ

の分インスペクション実施後の売買不成立を回避

できる可能性が高まることから、より多くあっせ

んを実施すると考えられる。

インスペクション業者による調査不徹底のリス

クを低減したい仲介業者は、業者の行動を少しで

も監視しやすくするために、監視が可能な特定の

一社のみ紹介する、あるいは社内の既存住宅状況

調査技術者や自社と関係の深い業者をあっせんす

る ことで、コミットメントの効果を高めること

ができる。また、重説の際にインスペクション業

者を同席させる ことでも、業者に対するコミッ

トメントの効果が期待できる。これらはいずれも、

あっせんの実施に寄与すると考えられる。

間接的に影響を及ぼす要因（統制要因）として

                                                                                
が「当事者の双方が確認した事項」となるとしている。

インスペクションの結果を当事者の双方が確認した

段階で買主側が請求し得るだけでなく、仮に確認をしな

かった場合であっても請求し得ることも含む。実際、ア

ンケート調査結果によると、インスペクションを実施し

た 社のうち、 件以上の劣化事象の指摘があった企

業は 社（ ％）で、その後買主が購入辞退したこ

とのある企業は 社（ ％）、劣化事象の修補を行っ

たことのある企業は 社（ ％）、価額の引き下げを

行ったことのある企業は 社（ ％）にも上る。

＆ の では、建物状況調査の結果に関する客観

性を確保する観点から、売主及び購入希望者の同意があ

る場合を除き、宅建業者がインスペクションの実施主体

となるのは適当ではないものの、取引に直接の利害関係

を有しない関連会社（グループ会社）をあっせんするこ

とは差し支えなく、この場合、売主及び購入希望者の同

意は不要としている。 
＆ の では、建物状況調査の結果の概要を説明

した時に、購入又は賃借の希望者から詳細な説明を求め

られた場合、建物状況調査を実施した者に対して、詳細

な説明を求めていることを連絡し、詳細な説明のための

調整を行うことが望ましいとしている。このように、

＆ では説明への同席を明示的には求めていない。
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は、営業年数、従業員数、大都市圏ダミーを用意

する。営業年数が若く新規顧客確保に積極的な企

業ほど、従業員数が多く余裕がある企業ほど、ま

たインスペクション業者の手配など制度対応のた

めの調達費用が低い大都市圏に立地する企業ほど、

より多くあっせんを実施すると考えられる。

推定の方法

以上を踏まえた上で、仲介業者がどの程度イン

スペクション業者のあっせんを実施しているかを、

当該企業があっせんを 件でも実施したか否かに

より評価し、これを被説明変数とするロジスティ

ック回帰分析を行うことで、 に挙げた要因に

よる影響を推定する。

変数の概要を表 に、基本統計量を表 に示す。

以降の推定では、売買の取扱が 件以上あったサ

ンプルに限定する。欠損値についてはリストワイ

ズ除去を行った。説明変数のうち、説明のタイミ

ングについては売主側の仲介と買主側の仲介につ

いてのみ質問していることを考慮し、まず売買の

取扱が 件以上あった企業全てをサンプルに用い

て推定し、その後売主側の仲介あるいは買主側の

仲介の場合にサンプルを限定した上で、説明のタ

イミングを説明変数に追加して推定を行う。

モデル式は、被説明変数 Y 、説明変数 𝑥𝑥 、各企
業があっせんを実施する確率 𝑞𝑞 、ロジスティック
関数 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖_𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 により、次のように表せる。

𝑞𝑞(𝑖𝑖) =  𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖_𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑏𝑏0 + 𝑏𝑏1𝑥𝑥1(𝑖𝑖) + 𝑏𝑏2𝑥𝑥2(𝑖𝑖) + ⋯ ) 
Y(𝑖𝑖) ~ Bernoulli(𝑞𝑞(𝑖𝑖)) 𝑖𝑖 = 1, … , N

Bernoulli はベルヌーイ分布を表す。このとき、パ
ラメータ 𝑏𝑏 のマルコフ連鎖モンテカルロ法（
法）によるベイズ推定を行う。各パラメータとも

事前分布は無情報事前分布とした。推定には

と を用いた。ウォームアップ

期間 を とし、 つのチェインを用いて

回の繰り返し計算を行うことで事後分布を得た。

以下の全ての推定において、収束判定指標 R̂ がい
                                                      
バーンイン とも呼ばれる。ここでは、

の表現に合わせ、ウォームアップ

という言葉を用いる。

ずれのパラメータでも 未満であることから収

束を確認した 。

推定結果

売買取扱ありサンプルでの推定

売買取扱ありサンプルで推定したときの、各パ

ラメータの事後平均と ％信用区間を図 、表

に示す。

信用区間がゼロを含まず正に分布したのは、告

知書の提示、調査できない項目の説明、過去の調

査との関係の説明、研修の実施、従業員数であっ

た。反対に、ゼロを含まず負に分布したのは、重

説への業者の同席と、開業年数であった。制度の

口頭説明、瑕疵保険・住宅履歴情報・告知書・劣

化事象に関する説明、紹介する業者の数、業者と

の関係、大都市圏ダミーは、あっせんの実施に安

定的な影響を示さなかった。

告知書の提示、「調査できない」項目がある場合

にはその事実の説明、過去のインスペクション結

果と一致しない場合があることの説明、研修の実

施といった対策を行っている企業ほど、よりあっ

せんを実施する傾向にある。また、開業年数が若

い企業ほど、従業員数が多い企業ほど、よりあっ

せんを実施する傾向にある。

制度の口頭説明、「調査できなかった」「劣化事

象あり」の場合には既存住宅売買瑕疵保険の付保

のために再調査や修補が必要なことの説明、住宅

履歴情報とインスペクション結果が一致しない場

合があることの説明、告知書の内容とインスペク

ション結果が一致しない場合があることの説明、

インスペクション結果に劣化事象がある場合に買

主側がなし得る請求に関する説明といった対策を

行っている企業においては、よりあっせんを実施

する傾向は見られなかった。

重説の際にインスペクション業者を同席させる

                                                      
、 の基準による。収束判

定指標 R̂ は、繰り返し計算回数を 𝑛𝑛 → ∞ に増やしてい
けばいくほど に向かって減少していく。R̂ が十分 に

近いと判断できる条件は、推定の内容によって異なる。

らは、おおむね を閾値に設定すれば条件は

満たされると主張している。



土地総合研究 2019年夏号 139

は、営業年数、従業員数、大都市圏ダミーを用意

する。営業年数が若く新規顧客確保に積極的な企

業ほど、従業員数が多く余裕がある企業ほど、ま

たインスペクション業者の手配など制度対応のた

めの調達費用が低い大都市圏に立地する企業ほど、

より多くあっせんを実施すると考えられる。

推定の方法

以上を踏まえた上で、仲介業者がどの程度イン

スペクション業者のあっせんを実施しているかを、

当該企業があっせんを 件でも実施したか否かに

より評価し、これを被説明変数とするロジスティ

ック回帰分析を行うことで、 に挙げた要因に

よる影響を推定する。

変数の概要を表 に、基本統計量を表 に示す。

以降の推定では、売買の取扱が 件以上あったサ

ンプルに限定する。欠損値についてはリストワイ

ズ除去を行った。説明変数のうち、説明のタイミ

ングについては売主側の仲介と買主側の仲介につ

いてのみ質問していることを考慮し、まず売買の

取扱が 件以上あった企業全てをサンプルに用い

て推定し、その後売主側の仲介あるいは買主側の

仲介の場合にサンプルを限定した上で、説明のタ

イミングを説明変数に追加して推定を行う。

モデル式は、被説明変数 Y 、説明変数 𝑥𝑥 、各企
業があっせんを実施する確率 𝑞𝑞 、ロジスティック
関数 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖_𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 により、次のように表せる。

𝑞𝑞(𝑖𝑖) =  𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖_𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑏𝑏0 + 𝑏𝑏1𝑥𝑥1(𝑖𝑖) + 𝑏𝑏2𝑥𝑥2(𝑖𝑖) + ⋯ ) 
Y(𝑖𝑖) ~ Bernoulli(𝑞𝑞(𝑖𝑖)) 𝑖𝑖 = 1, … , N

Bernoulli はベルヌーイ分布を表す。このとき、パ
ラメータ 𝑏𝑏 のマルコフ連鎖モンテカルロ法（
法）によるベイズ推定を行う。各パラメータとも

事前分布は無情報事前分布とした。推定には

と を用いた。ウォームアップ

期間 を とし、 つのチェインを用いて

回の繰り返し計算を行うことで事後分布を得た。

以下の全ての推定において、収束判定指標 R̂ がい
                                                      
バーンイン とも呼ばれる。ここでは、

の表現に合わせ、ウォームアップ

という言葉を用いる。

ずれのパラメータでも 未満であることから収

束を確認した 。

推定結果

売買取扱ありサンプルでの推定

売買取扱ありサンプルで推定したときの、各パ

ラメータの事後平均と ％信用区間を図 、表

に示す。

信用区間がゼロを含まず正に分布したのは、告

知書の提示、調査できない項目の説明、過去の調

査との関係の説明、研修の実施、従業員数であっ

た。反対に、ゼロを含まず負に分布したのは、重

説への業者の同席と、開業年数であった。制度の

口頭説明、瑕疵保険・住宅履歴情報・告知書・劣

化事象に関する説明、紹介する業者の数、業者と

の関係、大都市圏ダミーは、あっせんの実施に安

定的な影響を示さなかった。

告知書の提示、「調査できない」項目がある場合

にはその事実の説明、過去のインスペクション結

果と一致しない場合があることの説明、研修の実

施といった対策を行っている企業ほど、よりあっ

せんを実施する傾向にある。また、開業年数が若

い企業ほど、従業員数が多い企業ほど、よりあっ

せんを実施する傾向にある。

制度の口頭説明、「調査できなかった」「劣化事

象あり」の場合には既存住宅売買瑕疵保険の付保

のために再調査や修補が必要なことの説明、住宅

履歴情報とインスペクション結果が一致しない場

合があることの説明、告知書の内容とインスペク

ション結果が一致しない場合があることの説明、

インスペクション結果に劣化事象がある場合に買

主側がなし得る請求に関する説明といった対策を

行っている企業においては、よりあっせんを実施

する傾向は見られなかった。

重説の際にインスペクション業者を同席させる

                                                      
、 の基準による。収束判

定指標 R̂ は、繰り返し計算回数を 𝑛𝑛 → ∞ に増やしてい
けばいくほど に向かって減少していく。R̂ が十分 に

近いと判断できる条件は、推定の内容によって異なる。

らは、おおむね を閾値に設定すれば条件は

満たされると主張している。

表 変数の概要

変数名 質問文 回答の形式
あっせん有無 （平成 ）年 月以降、貴社で取り扱った住宅の売買について、建物状況

調査（インスペクション）業者のあっせんを実施した件数を、数字でお書きく
ださい。（おおよその数字で結構です。）
〔売り仲介（片手）〕、〔買い仲介（片手）〕、〔総媒介件数〕

件以上あっせんを実施＝
、あっせんを実施せず＝ 。

売主への説明タ
イミング

通常の重要事項説明時に建物状況調査（インスペクション）の結果を依頼主で
ある売主・買主に説明するタイミングについて、それぞれあてはまるもの
〔売主への説明〕 ：結果入手後すぐに／ ：契約日の数日前／ ：契約日／ ：
その他

契約日の数日前まで（ ま
たは ）＝ 、それ以外＝ 。

買主への説明タ
イミング

〔買主への説明〕 ：結果入手後すぐに／ ：契約日の数日前／ ：契約日／ ：
その他

同上

告知書の提示 貴社では、建物状況調査（インスペクション）業者のあっせんの有無を示す際、
告知書（物件状況報告書）をどのように扱っていますか。
：告知書を示したうえで、インスペクション業者のあっせんの有無を示す／ ：
インスペクション業者のあっせんの有無を示してから、告知書を示す／ ：告知
書は示さずに、インスペクション業者のあっせんの有無を示す／ ：その他

告知書を示す（ または ）
＝ 、それ以外＝ 。

制度の口頭説明 貴社では、建物状況調査（インスペクション）の制度、および業者のあっせん
について、依頼主にどのような方法で説明をしていますか。

〔インスペクション制度の
説明〕口頭で説明＝ 。

調査できない項
目の説明

建物状況調査（インスペクション）結果の説明にあたって、必要に応じ以下の
内容を同時に依頼主に説明していますか。
：点検口がない、あるいは移動困難な家具があるなど「調査できない」項目が
あれば、その事実

ダミー変数化（該当＝ 、非
該当＝ ）

瑕疵保険のため
の再調査の説明

：診断結果に「調査できなかった」「劣化事象あり」があった場合、既存住宅
売買瑕疵保険の付保のために再調査、修補が必要なこと

同上

住宅履歴情報と
の関係の説明

：住宅履歴情報が重要事項説明書に書かれている場合には、住宅履歴情報とイ
ンスペクション結果が一致しない場合があること

同上

告知書との関係
の説明

：告知書が重要事項説明書に書かれている、もしくは添付されている場合には、
告知書の内容とインスペクション結果が一致しない場合があること

同上

過去の調査との
関係の説明

：過去に実施したインスペクション結果が重要事項説明書に書かれている場合
には、今回行ったインスペクション結果と一致しない場合があること

同上

劣化事象の場合
の説明

：インスペクション結果に劣化事象があると書かれている場合には、買主側は
代金の減額請求、契約の解除、修補の請求などを問題になし得ること

同上

研修の実施 建物状況調査（インスペクション）結果を依頼主に説明するにあたって、従業
員への周知徹底のために実施していることとして、あてはまるもの全て
：研修の実施

ダミー変数化（該当＝ 、非
該当＝ ）

紹介する業者の
数

建物状況調査（インスペクション）業者をあっせんする際、貴社ではどのよう
な業者を紹介することが多いですか。
〔紹介する業者の数〕 ： 社／ ： ～ 社／ ： ～ 社／ ： 社以上

紹介する業者の数が ～
社以上＝ 、 社のみ＝

業者との関係 〔業者との関係〕 ：社内の別の部署／ ：関連企業／ ：外部の企業／ ：その
他

社内の別の部署または関連
企業＝ 、それ以外＝

重説への業者の
同席

通常の重要事項説明時における、建物状況調査（インスペクション）の結果の
説明者について、あてはまるもの全て
：宅地建物取引士に加えて、実際に診断を行った既存住宅状況調査技術者が同
席／ ：宅地建物取引士に加えて、診断を行っていない、別の既存住宅状況調査
技術者が同席

既存住宅状況調査技術者が
同席（ または ）＝ 、そ
れ以外＝ 。

営業年数 宅地建物取引業を開業して何年になりますか。： 年未満、： ～ 年未満、：
～ 年未満、 ： 年～ 年未満、 ： 年以上

～ の順に営業年数が長
い。

従業員数 貴社の従業員数はどのくらいですか。 ： 人、 ： ～ 人、 ： ～ 人、 ：
～ 人、 ： 人～ 人、 ： 人～ 人、 ： 人以上

～ の順に従業員数が多
い。

大都市圏ダミー 住所の都道府県 三大都市圏（埼玉県、千葉
県、東京都、神奈川県、愛
知県、京都府、大阪府、兵
庫県）＝ 、それ以外＝ 。

売主側の仲介でのみ説明変数に加える。 買主側の仲介でのみ説明変数に加える。 売主側の仲介では説明変数に加えない。
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表 基本統計量

売買取扱あり 売主側の仲介の
取扱あり

買主側の仲介の
取扱あり

変数名 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
あっせん有無
売主への説明タイミング － － － －
買主への説明タイミング － － － －
告知書の提示 － －
制度の口頭説明

調査できない項目の説明
瑕疵保険のための再調査の説明
住宅履歴情報との関係の説明

告知書との関係の説明
過去の調査との関係の説明
劣化事象の場合の説明

研修の実施
紹介する業者の数
業者との関係

重説への業者の同席
営業年数
従業員数

大都市圏ダミー

図 売買取扱あり 各変数の事後平均と ％信用区間

表 売買取扱あり 推定結果

事後
平均

事後平均の
標準誤差

信用区間 有効サン
プル数

R̂
切片
売主への説明タイミング － － － － － － －
買主への説明タイミング － － － － － － －
告知書の提示
制度の口頭説明
調査できない項目の説明
瑕疵保険のための再調査の説明
住宅履歴情報との関係の説明
告知書との関係の説明
過去の調査との関係の説明
劣化事象の場合の説明
研修の実施
紹介する業者の数
業者との関係
重説への業者の同席
開業年数
従業員数
大都市圏ダミー

-15.00

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00
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表 基本統計量

売買取扱あり 売主側の仲介の
取扱あり

買主側の仲介の
取扱あり

変数名 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
あっせん有無
売主への説明タイミング － － － －
買主への説明タイミング － － － －
告知書の提示 － －
制度の口頭説明

調査できない項目の説明
瑕疵保険のための再調査の説明
住宅履歴情報との関係の説明

告知書との関係の説明
過去の調査との関係の説明
劣化事象の場合の説明

研修の実施
紹介する業者の数
業者との関係

重説への業者の同席
営業年数
従業員数

大都市圏ダミー

図 売買取扱あり 各変数の事後平均と ％信用区間

表 売買取扱あり 推定結果

事後
平均

事後平均の
標準誤差

信用区間 有効サン
プル数

R̂
切片
売主への説明タイミング － － － － － － －
買主への説明タイミング － － － － － － －
告知書の提示
制度の口頭説明
調査できない項目の説明
瑕疵保険のための再調査の説明
住宅履歴情報との関係の説明
告知書との関係の説明
過去の調査との関係の説明
劣化事象の場合の説明
研修の実施
紹介する業者の数
業者との関係
重説への業者の同席
開業年数
従業員数
大都市圏ダミー

-15.00

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00

企業は、あっせんを実施しなくなる傾向にある。

これは、 での想定とは反対の結果であった。

売主側の仲介、買主側の仲介による違い

売主側の仲介あるいは買主側の仲介の場合にサ

ンプルを限定して推定を行ったときの、各パラメ

ータの事後平均と ％信用区間を図 、表 、図 、

表 に示す。

売主あるいは買主への説明のタイミングは、い

ずれもあっせんの実施に安定的な影響を示さなか

った。 での想定とは異なり、仲介業者は、依

頼主に早めにインスペクションの結果を説明して

いるからといって、よりあっせんを実施する傾向

にある訳ではない。

売主側の仲介の場合にサンプルを限定した推定

結果においては、研修の実施のみ信用区間がゼロ

を含まず正に分布した。反対に、ゼロを含まず負

に分布したのは開業年数のみであった。その他の

説明変数はあっせんの実施に安定的な影響を示さ

なかった。売主側の仲介に限定すると、研修を実

施する企業において、また、開業年数が若い企業

ほど、よりあっせんを実施する傾向にある。

買主側の仲介の場合にサンプルを限定した推定

結果においては、業者との関係のみ信用区間がゼ

ロを含まず負に分布した。その他の説明変数はあ

っせんの実施に安定的な影響を示さなかった。

での想定とは反対に、社内の別の部署または関連

企業をあっせんする仲介業者では、あっせんを実

施しなくなる傾向にある。これは、 にて述べる

形式的な遵法行為に基づく消極的な対応をとって

いる可能性が考えられる。なお、その他の説明変

数において安定的な影響が見られなかったのは、

で指摘した通り、自らの意向のみでインスペ

クションの実施を判断できない場合、買主側の仲

介業者は、仮に売買不成立の回避のための対策を

とっていたとしても、積極的にあっせんを実施し

なくなるためであると考えられる。仮にこの解釈

に基づいて今回の推計結果が説明できるとすれば、

現実には買主側の仲介業者の多くが、買主側の意

向のみでインスペクションの実施を判断できない

場面に直面しているのではないかと推察される。

結論と今後の課題

本研究では、仲介業者を対象とするアンケート

調査をもとに、インスペクション業者のあっせん

及びインスペクション実施の実態、及びどのよう

な仲介業者があっせんを実施する傾向にあるかを

明らかにした。

改正法が施行されて以降、住宅の売買の取扱が

あった仲介業者のうち半数弱（ ％）がインス

ペクション業者のあっせんを実施しており、また、

取扱があった仲介業者のうち 割半（ ％）、あ

っせんを実施した仲介業者の中であれば 割強

（ ％）がインスペクションを実施している。

あっせん、インスペクションを実施した仲介業者

の割合は、買主側よりも売主側の仲介において多

い。

どのような仲介業者がインスペクション業者の

あっせんを実施する傾向にあるかを明らかにする

ため、本研究では売買不成立の回避とインスペク

ション業者による調査不徹底に着目した。仲介業

者は、インスペクションの実施によって予期せぬ

瑕疵が発覚し、売主あるいは買主が辞退してしま

うと、仲介手数料を得ることができない。また、

インスペクション業者が物件を十分に調べない行

動に出る恐れもある。これらを回避しようと、仲

介業者は様々な対策をとると考えられる。

こうした対策の中で、あっせんの実施への寄与

が確認されたものが つ挙げられる。第一に、告

知書の提示である。告知書を買主に提示すること

で、インスペクション結果への予測を高め、買主

による購入辞退を仲介業者が早期に察知できるよ

うになることから、売買不成立の回避につながる

と考えられる。第二に、インスペクション結果に

関する制度上の注意点の説明である。依頼主に制

度を丁寧に説明している仲介業者ほど、結果的に

様々な事態に対応する体制が整っているため、イ

ンスペクション実施後の売買不成立を回避できる

と考えられる。具体的な説明項目の中でとりわけ

安定的に寄与していたのは、「調査できない」項目
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図 売主側の仲介の取扱あり 各変数の事後平均と ％信用区間

表 売主側の仲介の取扱あり 推定結果

事後
平均

事後平均の
標準誤差

信用区間 有効サン
プル数

R̂
切片
売主への説明タイミング
買主への説明タイミング － － － － － － －
告知書の提示 － － － － － － －
制度の口頭説明
調査できない項目の説明
瑕疵保険のための再調査の説明
住宅履歴情報との関係の説明
告知書との関係の説明
過去の調査との関係の説明
劣化事象の場合の説明
研修の実施
紹介する業者の数
業者との関係
重説への業者の同席
開業年数
従業員数
大都市圏ダミー

図 買主側の仲介の取扱あり 各変数の事後平均と ％信用区間

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00

15.00

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00
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図 売主側の仲介の取扱あり 各変数の事後平均と ％信用区間

表 売主側の仲介の取扱あり 推定結果

事後
平均

事後平均の
標準誤差

信用区間 有効サン
プル数

R̂
切片
売主への説明タイミング
買主への説明タイミング － － － － － － －
告知書の提示 － － － － － － －
制度の口頭説明
調査できない項目の説明
瑕疵保険のための再調査の説明
住宅履歴情報との関係の説明
告知書との関係の説明
過去の調査との関係の説明
劣化事象の場合の説明
研修の実施
紹介する業者の数
業者との関係
重説への業者の同席
開業年数
従業員数
大都市圏ダミー

図 買主側の仲介の取扱あり 各変数の事後平均と ％信用区間
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表 買主側の仲介の取扱あり 推定結果

事後
平均

事後平均の
標準誤差

信用区間 有効サン
プル数

R̂
切片
売主への説明タイミング － － － － － － －
買主への説明タイミング
告知書の提示
制度の口頭説明
調査できない項目の説明
瑕疵保険のための再調査の説明
住宅履歴情報との関係の説明
告知書との関係の説明
過去の調査との関係の説明
劣化事象の場合の説明
研修の実施
紹介する業者の数
業者との関係
重説への業者の同席
開業年数
従業員数
大都市圏ダミー

がある場合にはその事実の説明と、過去のインス

ペクション結果と一致しない場合があることの説

明であった。第三に、研修の実施である。インス

ペクションの制度について研修を積んだ従業員で

あれば、依頼主の意向を早い段階で把握すること

で、売買不成立を回避できると考えられる。

仲介業者による対策の中には、あっせんを実施

しなくなる傾向に寄与するものも見られた。当初、

重説の際にインスペクション業者を同席させてい

る仲介業者は、インスペクション業者の行動が監

視できるようになるため、調査不徹底のリスクが

低減され、よりあっせんを実施する傾向にあると

想定していた。しかしながら、推定結果によると、

インスペクション業者を同席させる仲介業者ほど、

あっせんに消極的であった。考えられる可能性と

しては、仲介業者は、行政や関連団体が推奨する

通りに対策はとるけれども、積極的なあっせんは

行わないという、形式的な遵法行為に基づく消極

的な対応をとっていることが挙げられる。これを

検証することは今後の課題に持ち越される。

今回の調査では、以下の点についても検証でき

ていない。第一に、インスペクション業者のあっ

せんが実施されたことで、どの程度インスペクシ

ョンの実施につながっているかは明らかではない。

の注釈で指摘した通り、インスペクションは、

あっせん実施後に売主及び買主あるいはマンショ

ン管理組合などの第三者の意向を経て実施するか

否かが決定されるものであり、あっせんが積極的

に実施されるからといって、必ずしもそれがイン

スペクションの実施につながるとは限らない。第

二に、あっせんの実施の有無と売買価格との関係

は明らかではない。本調査のような仲介業者を対

象としたアンケート調査の結果では、取引 件ご

との価格が分からないため、インスペクションが

取引価格に及ぼす影響の検証は困難である。第三

に、売主あるいは買主が取引を急いだ場合のあっ

せん実施への影響が明示的には検証されていない。

第四に、物件の品質の違いがあっせん実施に与え

る影響が考慮されていない。現実の取引において

は、築古などの理由で建物の取り壊しを前提とし

た売買を行うため、売主と買主が双方同意のもと

インスペクションのあっせんを実施しない場合も

ある 。物件の品質は、取引 件ごとに異なるた

め、仲介業者を回答の単位とした本調査の結果で

は、その影響の検証は困難である。これらの点に

ついての検証は、いずれも今後の課題となる。

謝辞 今回のアンケート調査に快くご回答頂いた企業

の皆様、ならびに仲介業者リストの作成にご協力頂いた

関係者の皆様に、この場をお借りして厚く御礼申し上げ

ます。

                                                      
実際、アンケート調査結果においても、あっせんを

実施しなかった理由の自由記述欄にて、複数社からその

ような回答があった。
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